別添１（提案書様式）
令和６年度農山漁村振興交付金事業実施提案書

（農泊推進型（広域ネットワーク推進事業「九州農政局農泊推進プロモーション」））

令和６年　月　日作成

　九州農政局長　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体等名称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　運営責任者氏名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

１　事業内容

　　九州農政局農泊推進プロモーション
２　事業実施提案内容

　　別紙「農山漁村振興交付金事業実施提案書」のとおり

注１　電話番号は、常時連絡が可能な代表者又は運営責任者の番号を登録してください。携帯電話の番号でもかまいません。

注２　補助金等交付候補者の選定結果は、記載されたメールアドアレス及び代表者宛に通知されます。

 別紙

	令和６年度


農山漁村振興交付金事業実施提案書
（農泊推進型（広域ネットワーク推進事業「九州農政局農泊推進プロモーション」））
１．事業実施主体等
	フリガナ
	　

	団体等名称
	　

	氏名フリガナ
	　

	代表者役職及び氏名
	　

	氏名フリガナ
	　

	連絡窓口担当者役職及び氏名（注１）
	　

	団体等の主たる事務所の所在地
	　

	団体等の連絡先TEL
	　

	団体等の連絡先E-mail
	　


２．本事業の目的・必要性と取組の概要
	



３．成果目標及び効果
	


※達成すべき成果目標及び効果について定量的に記入してください。
４．事業実施内容
	［具体的な取組内容］

［取組内容ごとの実施スケジュール］
番号
取組内容（注２）
スケジュール
４月
５月
６月
７月
８月
９月
10月
11月
12月
１月
２月
３月
1
　
　
　
2
　
　
　
3
　
　
　
4
　
　
　
5
　
　
　



５．事業内容とその経費の内訳（※ 積算資料を添付してください。）

取組内容と主な経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	取組内容
	総事業費
	本交付金
	他の補助金等
	自己資金
	備考

	
	①＝②＋③＋④


	②


	③


	④


	


注１　「４　事業実施内容」との内容の整合を図ってください。
注２　経費積算の根拠（単価、員数、日数等を明記した計算式等）を記載してください
注３　他の補助金等を活用する場合は、活用する事業の所管団体及び事業の名称等を備考欄に記載してください。自己資金を活用する場合は、自己資金の調達先及び調達方法を記載してください。
　　　また、当該事業により収入が生じる場合は、その旨を記載してください。
注４　交付金の交付決定前に発生する経費は、自己負担となります。
注５　事業の一部を他の民間団体に委託する場合は、該当部分の経費が分かるように記載してください。
注６　謝金及び賃金については、単価及びその単価が妥当で適正であることを示す資料（事業実施主体の謝金規定や雇用契約に基づく時間あたり単価等）を添付してください。

６．取組のポイント（10行以内）
	



７．事業の実施体制及び役割分担
	［実施体制図］




注 再委託を行う場合は、再委託先の名称、業務内容及び業務範囲を明記してください（事業全体の企
画及び立案並びに根幹に関わる執行管理について再委託をすることはできません）。

・本事業の目的や必要性を明確にし、取り組もうとしている事業の概要を記載してください。





・取り組もうとしている内容について、


取組の時期、規模、場所、対象者（数）、方法等を含めて、具体的に記載してください。





・取組内容ごとに、実施スケジュールを記載してください。


（「スケジュール欄」に取組の実施期間を棒線等で表示してください）。





・「人件費」及び「報酬」を必要経費として計上する場合は、以下の点に留意して積算資料（根拠資料含む）を添付してください。


・必ず「（別添）補助事業等の実施に要する人件費の算定等の適正化について（平成22年９月27日22経第960号）」の内容を確認してください。


・原則として、以下の計算式により計算する必要があります。


　人件費＝　時間単価　×　直接作業時間数


・人件費に係る積算根拠資料として、時間単価の算定に必要となる、年間総支給額、年間法定福利費及び年間理論総労働時間の算定根拠（前年の支給実績額がわかる資料）を提出していただきます。





・事業の効率性や成果を高めるための取組のポイントについて記載してください。





※事業に関係する者の全体像（役割分担を含む）及び会計事務の審査体制が把握できるよう、組織図を用いて記載してください。


※本事業を実施するにあたり、各役割責任者のこれまでの同様なイベント企画・映像制作などにおける経験実績、履歴についても記載してください。














